
申告書の作成は
便利な

e-Tax でデータ送信！

書面で提出！

または 「確定申告書等作成コーナー」で！！「確定申告書等作成コーナー」で！！
画面の案内に従って金額等を入力すれば、税額などが自動計算され、所得税および復
興特別所得税、消費税及び地方消費税、贈与税の申告書や青色申告決算書などを
作成できます。

「給与・公的年金専用」の申告書作成画面を新設しました。初めての方でも
操作しやすい画面となっています。ぜひご利用ください。

また、作成したデータは、  e-Tax（電子申告）  を利用して提出できます。

国税庁ホームページの
www.nta.go.jp

詳しくは で国税庁 検索
電子証明書 ICカードリーダライタ

があればと

国税電子申告・納税システム

おうちで作成
ネットで申告

　下水道課管理係　☎0824-73-1175

　下水道事業には、公共下水道事業と農業集落排水事
業、浄化槽整備事業の３つの特別会計があります。
　これらの下水道事業は、使用料や国庫補助金、起債に
よる借入金、工事負担金などを財源にして、生活排水を
処理する業務や下水道施設の更新・修繕などを行ってい
ます。
　このうち維持管理費は、基本的には皆さんからの下水道
使用料により支えられるものとなっています。
　しかし、人口減少による使用者の減少や経費の増加に
より、下水道使用料のみでは維持管理費を賄えない状況
にあります。下水道使用料で賄いきれない維持管理費に
ついては、市の一般会計からの繰入金を充てることで経営
を維持しているのが現状です。

下水道使用料だけでは維持管理が困難な状況

市の下水道は、河川などの公共用水域の水質汚濁防止と住み良い
清潔なまちづくりのために、上水道と同様に皆さんからの使用料を
基本的な財源として運営されています。ところが・・・

第2回 下水道の財政状況

下水道の収支決算状況（３特別会計の合計：平成26年度決算から）

下水道使用料
4億7,236万円

昨年度からの繰越金
197万円

生活排水を処理するための費用と
施設の修繕費や人件費
（維持管理費）
5億2,557万円

支出合計：13億9,383万円

収入合計：13億9,383万円

借入金利息
の支払い
2億920万円

借入金元金の返済
4億4,368万円

下水道の汚水管や
浄化槽設置工事
などにかかる経費
2億1,245万円

積立金
66万円
次年度への繰越金

227万円

一般会計からの繰入金
   7億2,300万円

地方債
8,180万円 工事負担金

3,688万円

国庫補助金
7,462万円

その他
320万円

シリーズ
庄原市の
Series

上下 道水
下水道の維持には皆さんの協力が必要です

　この厳しい下水道の財政状況を踏まえた上で、中長期的
な展望を見据えた適正な下水道使用料の設定や経費節減
に努め、効果的な経営を図ります。
　そのためにも皆さんのご理解とご協力が必要です。大切
なライフラインを守り、住み良い清潔なまちを共につくってい
きましょう。

生活排水を処理するための費用と施設の修繕費や人件費からなる維持管理費が、皆さんからの使用料で賄うべき費用です。
現状では、維持管理費が使用料を上回っているため、その不足分を一般会計から繰り入れています。

使用料で賄うべき費用です
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市・県民税の
申告相談が

２月16日㊋
から始まります。

■今回の市・県民税申告などには、マイナンバーの記載は不要です！

　個人番号（マイナンバー）・法人番号の記載開始はいつから？

市・県民税申告書 平成29年度課税分（平成28年分）以降の申告
から

給与支払報告書 平成29年度課税分（平成28年分）以降の報告
から

給与所得者異動届出書 平成29年１月１日以降に給与の支払を受け
なくなった者に係る届け出から

特別徴収切替申請書 平成29年度課税分（平成28年分）以降の申請
から

■多面的機能支払交付金にかかる課税の取り扱い

　平成27年１月１日から12月31日までの間に活動組織が構成員に支払っ
た役員手当や日当などは、個人の所得となります。
構成員が農業経営者の方の場合 ➡農業所得の雑収入
構成員が農業経営者以外の方（農業収入のない方）➡ 雑所得

問い合わせ　税務課市民税係　☎０８２４‐７３‐１１４６
　　　　　　または各支所市民生活室
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